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本日御議論いただきたい論点

〇日本の研究力低下の要因分析のために、どのようなエビデンスが必要か。
またどのような方法で集めるべきか

（研究室当たりの必要な研究費の規模、基盤的経費と競争的研究費の適切な
バランス、大学の設備・機器の全体像）

〇現在の学術振興に不足している観点は何か

（大学間の格差の拡大への対応、共同利用体制の見直し、大学への規制緩和、
学会への対応、研究時間の確保、研究人材の育成・確保、研究における役割
分担の在り方と推進）

〇日本の学術研究の強みは何か。世界の研究コミュニティの中で、日本はど
のように見られているか。日本の学術研究の将来像をどのように設定するか

（多様性、新規性、融合性、国際性、産業界との連携）
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１．我が国の科学技術・学術の現状

２．我が国の研究者を取り巻く状況
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Top1％補正論文数（分数）の世界ランク

• ⾃然科学系の論⽂数、注⽬度の⾼い論⽂数（Top10％・Top1％補正論⽂数）の世界ランクは2000年
代半ばから低下している。

• 2000年との⽐較 論⽂数 2位→5位、Top10％論⽂数 4位→12位、Top1％論⽂数 4位→10位

⽇本12位

⽇本10位

分数カウント法とは、 1件の論⽂が、⽇本の機関Aと⽶国の機関Bの共著の場合、⽇本を1/2、⽶国を1/2と数える⽅法。論⽂の⽣産への貢献度を⽰している。

韓国

中国

論文指標における世界ランクの変動

（注1）Article, Reviewを分析対象とし、分数カウント法により分析。3年移動平均値であり、2019年は、2018-2020年平均値における世界ランクを意味する。
（注2）論文の被引用数（2021年末の値）が各年各分野（22分野）の上位10％（1％）に入る論文数がTop10％（Top1％）論文数である。Top10％（Top1％）補正論文数とは、Top10％（Top1
％）論文数の抽出後、実数で論文数の1/10(1/100)となるように補正を加えた論文数を指す。
クラリベイト社 Web of Science XML (SCIE, 2021年末バージョン)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計した結果を文部科学省が加工。
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• 「科学技術指標2022」によれば、論文数 5位、Top10％論文数 12位、Top1％論文数 10位

分数カウント法とは、 1件の論⽂が、⽇本の機関Aと⽶国の機関Bの共著の場合、⽇本を1/2、⽶国を1/2と数える⽅法。論⽂の⽣産への貢献度を⽰している。

最新の論文指標における世界ランク

出典：「科学技術指標2022」 (NISTEP, RM-318)を基に、文部科学省作成 9
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実質的な教員数[階差] 実質的な博士課程在籍者数[階差] 原材料費[階差]

実質的な医局員・その他の研究員数[階差] その他の経費[階差] 有形固定資産購入費[階差]

年ダミー 整数カウント論文数(予測値) 整数カウント論文数(実測値)

実質的な研究者数: 研究時間割合を考慮した研究者数(研究時間割合が50%の場合は、0.5⼈と計上)。
原材料費: 研究に必要な試作品費、消耗器材費、実験⽤⼩動物の購⼊費、餌代等の⽀出額。
その他の経費:  研究のために要した図書費、光熱⽔道費、消耗品費等、固定資産とならない少額の装置・備品等の購⼊費等。

出典：「長期のインプット・アウトプットマクロデータを用いた日本の大学の論文生産の分析」(NISTEP, DP-180)を基に、文部科学省作成

論文数変化についての要因分解の結果

博⼠在籍者数の寄与

実測値

推計値

博⼠課程在籍者数や教員数の
増加に伴う論⽂数の増加

教員数の寄与

※ 2002年度〜2008年度にかけて、教員全体の研究専従換算係数は50%から40%に低下

博⼠課程在籍者数や
原材料費の停滞

原材料費の寄与

教員の研究時間割合の低下※

及び教員数の伸び悩み

※全大学、理工農分野、整数カウント
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• 上位の大学の論文数は、日本の方がドイツより多く（①）、日本と英国は同程度（①’）

• 上位に続く層の大学(10位～50位程度)の論文数は、 独英と比べて日本の方が少ない（②）

• 論文数規模の小さい大学の数は、独英と比べて日本の方が多い（③）

日英独の大学別の論文数分布の比較

日本
ドイツ

45,173
43,567

論文数の合計

日本
英国

45,173
46,979
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⽇本は論⽂数規模の⼩さい⼤学の数が多い③
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注1: Article, Reviewを分析対象とした。分数カウント法を⽤いた。10年間で論⽂数が500件以上の⼤学を分析対象とした。

論文数（2013-2017年平均） 英国 日本

上位⼤学は⽇本と英国で同程度①ʼ
上位に続く層は英国の⽅が論⽂数が多い②

⽇本は論⽂数規模の⼩さい⼤学の数が多い③

(データの出典)クラリベイト・アナリティクス社 Web of Science XML (SCIE, 2018年末バージョン)を基に、科学技術・学術政策研究所が集計。

出典：研究論文に着目した日英独の大学ベンチマーキング2019（NISTEP, RM-288）を基に、NISTEP作成 11



NISTEP定点調査結果の推移
我が国の基礎研究・学術研究の状況

• 論文指標のみならず、研究者等の実感としても基礎研究力が年々低下している

出典： 科学技術・学術政策研究所, 科学技術の状況に係る総合的意識調査(NISTEP定点調査2020)（NISTEP REPORT No. 189）を基に、文部科学省作成12



NISTEP定点調査2021調査
我が国の基礎研究・学術研究の状況

• 2021年度から調査対象者や質問項目が刷新されたため、2020年度以前と単純に比較
することはできないが、基礎研究についての危機感が継続して示されている

出典： 科学技術・学術政策研究所, 科学技術の状況に係る総合的意識調査(NISTEP定点調査2021（NISTEP REPORT No. 194）を基に、文部科学省作成13



２．我が国の研究者を取り巻く状況
１．我が国の科学技術・学術の現状
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保健 教育 全体
出典：学校基本調査を基に、文部科学省作成

• 修士進学率は全体として横ばいの傾向
• 人文科学・社会科学系の修士進学率は他の分野と比較して低い

※「芸術」 ､「家政」､「その他」分野は修了者数が比較的少ないことから省略

学⼠課程修了者の進学率の推移（分野別）学士課程修了者の進学率の推移（分野別）

全体
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• 博士進学率は全体として減少傾向
• 人文科学系の博士進学率は他の分野と比較して高い

※「教育」､「芸術」 ､「家政」､「その他」分野は修了者数が比較的少ないことから省略

全体
9.4%

修⼠課程修了者の進学率の推移（分野別）修士課程修了者の進学率の推移（分野別）
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• 人文科学系と社会科学系の修士課程の入学者充足率（＝入学者／入学定員）は、他の分
野と比べて低く、６割程度となっている

出典：（平成２５年まで）学校基本統計及び全国大学一覧より文部科学省作成
（平成２６年）「大学院における「第２次大学院教育振興施策要綱」等を踏まえた教育改革の実態把握・分析等に関する調査研究」（平成２８年２月 株式会社リベルタス・コンサルティング）＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞
（平成２８年）「大学院における「第３次大学院教育振興施策要綱」等を踏まえた教育改革の実態把握・分析等に関する調査研究」（平成３０年３月 株式会社リベルタス・コンサルティング）＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞
（平成３０年）「大学院における教育改革の実態把握・分析等に関する調査研究」（令和２年３月 株式会社リベルタス・コンサルティング）＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞

※平成25年度以前と平成26年度以降のグラフは出典が異なる。

修⼠課程⼊学者充⾜率の推移（分野別）
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修士課程入学者充足率の推移（分野別）
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• 博士課程の入学者充足率（＝入学者／入学定員）は全体的に低下傾向にあり、平成30年度
においては人文科学・社会科学系の入学者定員充足率は５割を下回っている

※平成25年度以前と平成26年度以降のグラフは出典が異なる。

出典：（平成２５年まで）学校基本統計及び全国大学一覧より文部科学省作成
（平成２６年）「大学院における「第２次大学院教育振興施策要綱」等を踏まえた教育改革の実態把握・分析等に関する調査研究」（平成２８年２月 株式会社リベルタス・コンサルティング）＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞
（平成２８年）「大学院における「第３次大学院教育振興施策要綱」等を踏まえた教育改革の実態把握・分析等に関する調査研究」（平成３０年３月 株式会社リベルタス・コンサルティング）＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞
（平成３０年）「大学院における教育改革の実態把握・分析等に関する調査研究」（令和２年３月 株式会社リベルタス・コンサルティング）＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞
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博士課程入学者数の内訳
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出典：学校基本調査を基に、文部科学省作成

社会⼈以外 社会⼈ 留学⽣

• 修士課程修了後に博士後期課程へ進学する学生の人数は、ここ約15年間減少傾向

（⼈）
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⼈⼝100万⼈当たりの学⼠号取得者数の国際⽐較

• 人口100万人当たりの学士号取得者数は、諸外国と比較して大きな差はない

学⼠

人口100万人当たりの学士号取得者数の国際比較

出典：科学技術指標2022（調査資料-318, 2022)
【図表3-4-1】人口 100 万人当たりの学士号取得者数の国際比較（B）人口100万人当たり人20



⼈⼝100万⼈当たりの修⼠号・博⼠号取得者数の国際⽐較

• 人口100万人当たりの修士号・博士号取得者数は、諸外国と比較して少ない

修⼠ 博⼠

出典：科学技術指標2022（調査資料-318, 2022)
【図表3-4-2】人口 100 万人当たりの修士号取得者数の国際比較（B）人口100万人当たり人
【図表3-4-3】人口 100 万人当たりの博士号取得者数の国際比較（B）人口100万人当たり人

人口100万人当たりの修士号・博士号取得者数の国際比較
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• ドイツは継続して主要国の中で⼀番の
規模

• 英国は2010年度ごろからドイツに追い
つき、その後は両国とも同程度に推移。
2020年度では領国とも減少。

• ⽶国、韓国は2000年度には
⽇本と同程度であったが、その
後順調な伸びを⾒せ、最新値
では⽇本の約2倍

ドイツ

英国

注:⽶国の博⼠号取得者は、“Digest of Education Statistics”に掲載されている“Doctor's degrees”の数値から、
“Professional fields”(以前の第⼀職業専⾨学位︓First-professional degree)の数値を全て除いた値である。

出典：科学技術指標2022（調査資料-318, 2022)
【図表3-4-4】 主要国の博士号取得者数の推移 B）人口100万人当たり博士号取得者

• 多くの主要国が人口100万人当たり博士号取得者数について増加傾向にある一方
で、日本は2014年度以降ほぼ横ばいに推移している

主要国における⼈⼝100万⼈当たり博⼠号取得者数の推移

人口100万人当たりの博士号取得者数の国際比較
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主要国の研究者数の推移

• 我が国の研究者数（専従換算）は近年横ばいであるが、他の主要国は大きく増加
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198182 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

（万人）

10,000 persons

220

（年)

year

日本 Japan

日本（専従換算）Japan(FTE)

米国 United States

ドイツ Germany

フランス France

英国 United Kingdom 

EU-15

EU-28

中国 China

韓国 Rep. of Korea

ロシア Russian Federation

インド India

EU-28(2018) 209.7

英国(2018) 30.6

ドイツ(2018) 43.4

韓国(2018) 40.8

ロシア(2018) 40.6

インド(2018) 34.2

フランス(2018) 30.6

日本(専従換算)(2019) 
67.8

日本 88.1

米国(2017) 143.4

EU-15(2018) 181.3

中国(2018) 186.6

出典：「令和２年度科学技術要覧」を基に⽂部科学省作成

注） １．各国とも人文・社会科学が含まれている。ただし、韓国の2006年までは人文・社会科学が含まれ
ていない。

２．日本の2001年以前は4月1日現在、2002年以降は3月31日現在である。
３．日本の専従換算の値は、1995年まではOECDによる推計値
４．中国の研究者数は、2008年までOECDのFrascati Manualに準拠していない。
５．米国の2000年度以降の値はOECDによる推計値である。
６．ドイツの1996、98、2000、02、08、10年度の値は推計値である。
７．フランスの2012、13、18年度の値は推計値、17年度の値は暫定値である。
８．英国の1983年度までの値は、産業（科学者と技術者）及び国立研究機関（学位取得者又はそれ

以上） の従業者の計で、大学、民営研究機関は含まれていない。また、1999-2010、12、14、16- 18
年度は推計値である。

９．EUの値はOECDによる推計値である。
資料： 日本： （研究者数）総務省統計局「科学技術研究調査報告」

（専従換算の値）OECD, Main Science and Technology Indicators, Vol. 2020/11.
インド: UNESCO Institute for Statistics S&T database
その他の国： OECD, Main Science and Technology Indicators, Vol. 2020/11.

参照： 日本 14-1、14-8、米国 24-1-1、EU-15 24-2-1、EU-28 24-2-2、ドイツ 24-3-1、フランス 24-
4-1、

英国 24-5-1、中国 24-6-1、韓国 24-7-1、ロシア 24-8-1、インド 24-10
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分野別研究者数

※研究者： 大学（短期大学を除く）の課程を修了した者（又はこれと同等以上の専門的知識を有する者）であり、特定の研究テーマをもって研究を行っている者で、
本務者（教員、博士課程在籍者、医局員、その他の研究員）もしくは兼務者を指す

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2021」を基に加工・作成 注： 研究本務者であり、学外からの兼務者を除く。HC(実数)である。

0

50,000

100,000

150,000

200,000

19
87

19
89

19
91

19
93

19
95

19
97

19
99

20
01

20
03

20
05

20
07

20
09

20
11

20
13

20
15

20
17

20
19

 大学の研究者数は自然科学系を主軸に増加傾向
 人文・社会科学系は私立大学を中心に増加傾向にあったものの、近年は横ばい、あるいは微減の傾向
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16.0%
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55.7%
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分野別研究者数
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注︓１．括弧内に記載している数値は2000年以降ノーベル賞を受賞した⽇本⼈の値
２．「ノーベル賞につながる研究」とは、ノーベル財団のウェブサイトに、ノーベル賞受賞の対象となった

成果として記載のある研究
出典：
・文部科学省 「平成30年度科学技術白書」（2018年6月）
・赤池 伸一、原 泰史、中島 沙由香、篠原 千枝、内野 隆「【SciREX-WP#3】ノーベル賞と科学技術イノベーション政策 : 選考プロセスと受賞者のキャリ
ア分析」（2016年5月）

＾

平均受賞年齢受賞までの年数ノーベル賞につながる
研究をした年齢受賞年代

53.818.535.31940年代

51.415.136.31950年代

53.818.335.51960年代

56.820.136.71970年代

58.921.937.01980年代

60.924.536.41990年代

66.1（68.1）26.2（30.3）40.0（37.9）2000年代
65.8（67.5）29.2（25.3）36.6（42.3）2010年代
59.0（67.8）22.0（27.8）37.1（40.1）総 計

若手時代の研究の重要性

• おおむね30歳代後半の研究成果がノーベル賞受賞につながっている
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若手研究者の割合（大学本務教員の年齢階層別の構成推移）

39.3%

30.1%満40歳未27.2%
28.1%
22.4%

21.7%

19.8%

上60歳以
11.8%

• 近年40歳未満の研究者（若手研究者）の割合は低下している
45.0%

40.0%

35.0%

30.0%

25.0%

20.0%

15.0%

10.0%

5.0%

0.0%

40歳未満 40～49歳 50～59歳

資料：文部科学省「学校教員統計調査報告書」を基に文部科学省作成

60歳以上
（年度）
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⼤学本務教員数（令和元年度）

• 人文科学、社会科学分野の本務教員は、他の分野に比べて年齢層が高い傾向にある
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15,000

18,000 全分野
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2,000

3,000

4,000

5,000 理学・工学・農学

国立

公立
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出典：令和元年度学校教員統計調査

令和元年度の大学本務教員（年齢階層別）
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出典：文部科学省「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査（H20,H25,H30）」のデータを用いて文部科学省作成。

大学等教員の職務活動時間割合の推移

①全体
• 研究活動時間割合は一貫して減少傾向。ただし、学問分野別にみると保健分野とその他の分野で

違いがあり、留意が必要（次ページ参照）
• H14(2002)調査とH30(2018)調査を比較すると、研究活動△14％ 教育活動＋4.8％ 社会サービス

活動＋10.8％ その他の職務活動△1.9％

文部科学省「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」（平成14年度～）

大学等における研究者の活動の実態を国際比較可能な形で把握し、研究や教育等にかける時間の利用実態を調査することを目的と
した一般統計調査。
調査実施年度の前年度の活動時間実績が対象（例：平成30年度調査は、平成29年度の実績について調査）。
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・H14調査からH20調査にかけて、いずれの分野でも研究活動時間割合が減少
・H20調査以降は、保健分野では引き続き研究活動時間割合が減少しているが、保健分野以外
の分野では、大きな変化は見られない

理学（研究△7.6％ 教育＋３.0％ 社会＋4.2％）

保健（研究△16.2％ 教育＋5.4％ 社会＋15.0％）

工学（研究△10.0％ 教育＋4.5％ 社会＋4.6％）

人文・社会科学（研究△13.7％ 教育＋8.9％ 社会＋4.8％）

農学（研究△10.4％ 教育＋5.5％ 社会＋5.3％）

大学等教員の職務活動時間割合の推移

出典：文部科学省「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査（H20,H25,H30）」のデータを用いて文部科学省作成

カッコ内はH14調査とH30調査の比較
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国立大学法人運営費交付金の推移

• 国立大学法人運営費交付金は減少傾向にあったが、平成２７年度以降は同額程度を確保

出典：「令和２年度科学技術要覧」を基に、文部科学省作成。
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競争的資金の推移

• 競争的資金は近年は増加傾向

（※競争的資金及び科研費については、国立大学のみならず、私立大学等への配分額も含む）

※科研費補助⾦は、競争的資⾦の内数である。

「科学技術指標2020」 (NISTEP, RM-295) 及び文部科学省調べ
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	 【参考資料3】我が国の学術研究を取り巻く状況について



